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電子商取引経営者の義務と責任
銭　　　玉　林
通訳・翻訳　金　　　安　妮
監訳　朱　　　大　明
　「中華人民共和国電子商取引法」（以下、「電子商取引法」と称する。）は、
2019 年 1 月 1 日より、正式に施行された。同法は、中国における電子商取
引の発展に向けて、基本的な法的枠組みを築き上げた。
一、電子商取引経営者とは
　電子商取引法 2 条は、電子商取引について、「本法にいう電子商取引とは、
インターネット等の情報ネットワークを通じて商品の販売やサービスの提供
を行う経営活動を指す。法律、行政法規で、商品の販売又はサービスの提供
について規定している場合は、その規定を適用する。金融商品とサービス、
情報ネットワークを利用してニュース情報、音声・映像番組、出版及び美文
化製品等のコンテンツを提供するサービスには、本法を適用しない」と規定
し、その定義を概括的に示すとともに、電子商取引法の適用対象とならない
ものについて明記している。
　また、同法 9 条は、電子商取引経営者を概括的に定義するとともに、電子
商取引経営者を（1）電子商取引プラットフォーム経営者（例：淘宝、京東等）、
（2）プラットフォーム内経営者（例：淘宝、京東等の電子商取引プラットフォー
ムへの出店者）、（3）プラットフォーム外経営者（例：WeChat、微博、ショー
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ト動画アプリ等のSNSによる商品サービスの提供者）の3つに分類している。
電子商取引法は、これら 3 つの主体について、その負担すべき義務を規定す
るとともに、三者間の連携メカニズムを構築した。
　以上の規定内容を踏まえると、いわゆる電子商取引経営者とは、電子商取
引プラットフォーム経営者を除く、インターネット等の情報ネットワークを
通じて商品の販売またはサービスの提供を行う者を指すこととなる。
二、電子商取引経営者の法定義務
　電子商取引法は、2 章において、電子商取引経営者の種々の義務について
規定している。電子商取引法の立法趣旨が「電子商取引行為を規律し、市場
秩序を維持する」ことである点に鑑みると、電子商取引経営者の義務は、以
下の消費者保護義務と市場秩序維持義務に分類することができる。
（一）、消費者保護義務
　消費者は、電子商取引経営活動における重要な主体である。つまり、実際
に商品やサービスの提供を受ける者であると同時に、「生産→経営→消費」
という循環における弱者である。そのため、実際の取引では、消費者に対す
る「インターネットにおけるコピー品の販売」、「情報漏洩」等の不法行為が
数多く見受けられ、電子商取引に関する紛争の中でも、重要な問題として位
置付けられている。
　そこで、電子商取引法は、消費者を保護するために、電子商取引経営者に
対して、一定の義務を課すことによって、その電子商取引行為を規律するこ
ととした。
1、商品・サービスの質保証
　消費者にとって最も重要なのは、「安全」である。電子商取引法 13 条には、
実際の取引における「コピー商品」や「瑕疵ある商品」に関する問題を解決
するために、「電子商取引経営者が販売する商品又は提供するサービスは、人
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の身体、財産を安全に保障するという要求及び環境保護の要求に適合してい
なければならない。法律、行政法規で取引が禁止されている商品又はサービ
スを提供してはならない」との宣誓規定が置かれている。
　これは、電子商取引経営者の提供する商品とサービスに対する最低限の要
求であり、電子商取引経営者が当該規定の義務に違反した場合には、関連の
法律、行政法規に基づいて処罰を受けることとなる。
2、商品・サービスに関する正確な情報の提供
　実際の取引において、電子商取引経営者は、しばしばランキングの不正操
作等による虚偽の宣伝を行い、消費者に対して、自己の提供する商品・サー
ビスの評価に対する誤解を与えることによって、売り上げを増加させている。
　こうした電子商取引経営者による宣伝行為を規律するために、電子商取引
法 17 条は、「電子商取引経営者は、全面的かつ切実に、確実に、随時、商品
又はサービスの情報を開示し、消費者の知る権利と選ぶ権利を保障しなけれ
ばならない。電子商取引経営者は、虚偽の取引及びユーザー評価の捏造等の
方法で虚偽又は誤解を招く商業宣伝を行うことによって、消費者を欺罔し、
誤解させてはならない」と規定している。しかし、同条は、電子商取引経営
者が同条の規定する義務に違反した場合の責任については、何ら規定してい
ないため、消費者は、消費者保護法その他の法律に基づいて、経営者の責任
を追及することしかできない。
3、抱き合わせ販売に関する注意喚起
　電子商取引法 19 条は、抱き合わせ販売行為について、電子商取引経営者
が商品またはサービスを抱き合わせ販売する場合には、顕著な方式で消費者
に注意喚起をしなければならず、商品・サービスの抱き合わせ販売をデフォ
ルトのオプションとしてはならない、と定めることによって、消費者の知る
権利と選ぶ権利を保障している。
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4、合法的な個人情報の収集と使用
　近年、中国では、立法による個人情報の保護が強化されている。具体的な
規定としては、民法総則 111 条、「ネットワーク情報保護の強化に関する全
国人民代表大会常務委員会の決定」2 条、インターネット安全法の関連規定
が挙げられるが、実際には、国民の個人情報に対する侵害が深刻化しており、
とりわけ、電子商取引の領域で顕著な傾向が見られる。例えば、2017 年末
にアリペイ（Alipay）が実施した、「2017 年アリペイ利用明細キャンペーン」
では、ユーザーが特定のリンクをクリックすると、201（ 年の利用予測図を
表示させることができる仕組みとなっていたが、オレンジ色の背景の上に、
水色の文字で「セサミ・クレジットのサービス規約に同意する」と小さく書
かれており、その前のチェックボックスには、あらかじめチェックが付いて
いる、という出来事があった。この場合、ユーザーが事細かに確認しないま
ま、確認ボタンをクリックすると、セサミ・クレジットによるユーザーの個
人情報の使用を許可することとなるのみならず、セサミ・クレジットとその
協力会社は、規約の範囲内において、ユーザーの個人情報を自由に流通させ
ることができるようになる。これは、消費者の個人情報に対する重大な侵害
行為に該当する。
　電子商取引法は、国民の個人情報を細分化し、保護の実効性を高めるため
に、次のような規定を置いている。すなわち、「電子商取引経営者は、ユー
ザーの個人情報を収集し、使用するにあたって、法律、行政法規の個人情報
保護に関する規定を遵守しなければならない」（23 条）、「電子商取引経営者
は、ユーザー情報の閲覧、訂正、削除及びアカウント削除の方法と手順を明
示しなければならず、ユーザー情報の閲覧、訂正、削除及びアカウント削除
に関して、不合理な条件を設定してはならない。電子商取引経営者は、ユー
ザー情報の閲覧又は訂正、削除の申請を受け取った場合、本人確認を行った
後、直ちにユーザー情報の提供又は訂正、削除を行わなければならない。ユー
ザーがアカウントを削除した場合、電子商取引経営者は、直ちに当該ユーザー
の情報を削除しなければならない。法律、行政法規の規定又は双方の約定に
基づいて保存する場合には、その規定の定めるところによる」（24 条）。
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5、保証金の返還
　電子商取引法 21 条は、「電子商取引経営者は、約定によって消費者から保
証金を受け取る場合、保証金を返還する方法と手順を明示しなければならず、
保証金の返還について不合理な条件を設定してはならない。消費者が保証金
の返還を申請し、保証金の返還に関する条件を満たす場合、電子商取引経営
者は、直ちに返還しなければならない」と規定している。
6、物流の保障
　電子商取引法 20 条は、「電子商取引経営者は、承諾又は消費者との約定に
基づく方法、期限にしたがって、消費者に商品又はサービスを提供し、商品
の運送中におけるリスク及び責任を負わなければならない。ただし、消費者
が宅配物流サービスプロバイダーを別途選択した場合は、この限りでない」
と規定している。
（二）、市場秩序の維持
　電子商取引は、新たな商業モデルの一種として、伝統的なオフライン消費
モデルに基づいて形成された市場秩序と法システムに変化をもたらそうとし
ている。電子商取引法は、電子商取引の特性と実務の課題を踏まえ、「市場
秩序の維持」という立法目的に基づいて、電子商取引経営者に対して、以下
の要求を提示している。
1、ビッグデータによる価格差別の禁止
　ビッグデータによる価格差別とは、同様の商品・サービスであるにもかか
わらず、既存顧客に提示された価格が、新規顧客に提示されたものよりも、
極めて高いことをいう。これは、価格変動が頻繁に生じる旅行、ホテル、航
空券等を取り扱う企業、プラットフォームでしばしば見受けられる現象であ
り、一種の価格差別行為である。その実態は、電子商取引経営者が経営活動
を行う際に、合法的に（ひいては、違法に）個人情報を入手し、消費者の消
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費頻度、潜在的な消費願望、消費能力等に関するビックデータ分析を行った
後に、消費者に特定の商品・サービスに関する検索結果を表示させる、とい
うものである。
　このようなビックデータによる価格差別は、個人情報の収集と使用に関す
る適法性原則に反する行為であるのみならず、消費者の選ぶ権利をも侵害し
ている。そのため、電子商取引法 1（ 条は、「電子商取引経営者は、消費者の
趣味嗜好、消費習慣等の特徴に基づいて、消費者に対して商品又はサービス
の検索結果を提供する場合、同時に当該消費者に対して個人の特徴に基づか
ないオプションを提供し、消費者の合法的権益を尊重し、平等に保護しなけ
ればならない」と定めることによって、このような行為を規制している。
2、営業情報に関する登記と公示の義務
　電子商取引における取引の安全を保障し、監督管理を容易にするために、
電子商取引法 10 条は、審議の過程で議論が集中した登記制度について、「電
子商取引経営者は、法律の規定にしたがって、市場主体の登記を行わなけれ
ばならない。ただし、個人が自家製農業副産物、家庭内手芸製品を販売する
場合、個人が自己の技能を利用して法律の規定によって許可を必要としない
国民の利便を図る労務活動及び零細な少額取引活動に従事する場合、並びに
法律、行政法規にしたがって登記を必要としない場合を除く」と規定している。
　このような規定は、市場に対する監督管理と取引の安全の保障に資するが、
依然として、数多くの問題が残されている。たとえば、プラットフォーム内
経営者については、電子商取引法は、プラットフォーム経営者に対して、プ
ラットフォーム内経営者における登記義務の履行の有無を審査し、その情報
を報告するよう求めている。しかし、WeChat やショート動画アプリ等のプ
ラットフォーム外経営者については、その登記状況の監督管理に関する規定
は、何ら設けられていない。また、電子商取引は、その仮想性によって比較
的高い流動性を有する。そのため、電子商取引経営者は、登記手続きを行う
過程で、現行の登記制度と抵触する状況に直面する可能性がある。つまり、
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電子商取引法は、例外的に登記義務が免除される場合を認めているが、その
詳細な基準に関する規定が置かれていないため、免除規定の濫用を引き起こ
す恐れがある。以上のことから、電子商取引法 10 条の規定する登記制度は、
実務における運用の中で何らかの議論を引き起こす可能性があり、今後の改
善が待たれる。
　また、電子商取引法は、電子商取引経営者に対して、営業情報を随時公示
することを義務付けている。具体的には、1（ 条において、「電子商取引経営
者は、トップページの顕著な位置に、営業許可証の情報、その経営業務に関
連する行政許可の情報、本法第 10 条に規定されている市場主体登記を必要
としない場合に該当する等の情報、又は上記情報のハイパーリンクを継続し
て公示しなければならない。前項に定める情報に変更が生じた場合、電子商
取引経営者は、随時公示情報を更新しなければならない」旨、1（ 条において、
「電子商取引経営者は、自ら電子商取引を終了させる場合、30 日前からトッ
プページの顕著な位置に関連情報を継続して公示しなければならない」旨、
それぞれ規定されている。
3、競争排除の禁止
　実際の取引では、電子商取引経営者が技術的優位に立っており、業界やユー
ザーに関する多くのデータを把握しているため、このような情報の格差を利
用して、市場の競争を制限するおそれがある。例えば、ある不動産の賃貸情
報を提供する経営者においては、当該賃貸物件の情報を一部のみ公開するこ
とによって、借主との間に情報格差を作出し、賃料を引き上げることが考え
られる。
　このような行為を規制するために、電子商取引法 22 条は、「電子商取引経
営者が、その技術的優位、ユーザー数、関連業界に対するコントロール能力
及びその他の経営者における当該電子商取引経営者に対する取引上の依存度
等の要素によって、市場を支配する地位を有する場合、その市場を支配する
地位を濫用して、競争を排除、制限してはならない」と規定し、電子商取引
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経営者が自身の優越的地位を利用して、市場競争を排除又は制限することを
禁止している。
三、電子商取引経営者の法的責任
　「救済なくして権利なし、責任なくして義務なし」という法諺があるように、
電子商取引法は、（ 章において、電子商取引経営者がその法的義務に違反し
た場合の責任について定めている。
（一）、行政責任
　電子商取引経営者が 12 条、13 条の規定に違反し、行政許可を取得するこ
となく、営業活動を行った場合、法律・行政法規で禁止されている商品を販
売し、サービスを提供した場合、そして、2（ 条に規定された情報提供義務
等の履行を怠った場合は、7（ 条の規定に基づいて、関連する法律や行政法
規よって処罰されることとなる。具体的な関連条文としては、電子商取引法
7（ 条、77 条、7（ 条、（（ 条が挙げられる。
（二）、民事責任
　電子商取引法 74 条は、「電子商取引経営者は、商品の販売又はサービスの
提供にあたって、契約上の義務を履行しなかった場合、又は、履行した契約
上の義務が約定に符合しなかった場合、又は、他人に損害を与えた場合、法
にしたがって民事責任を負う」と規定している。
（三）、その他の法的責任
　電子商取引法は、電子商取引経営者が個人情報保護、不正競争禁止等の法
定義務に違反した場合について、インターネット安全法、広告法、不正競争
防止法等の関連規定に基づいて処罰する旨を定めている（電子商取引法 79
条、（（ 条）。
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四、おわりに
　電子商取引法は、中国における電子商取引法制の集大成として、電子商
取引の健全な発展のための基本的な枠組みを構築し、市場の秩序を規律す
ると同時に、電子商取引の発展を促進させるものであるが、依然として、
さまざまな問題点が存在するため、その動向は、今後も注目に値する。
